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【要旨】 

制震デバイスによる橋の耐震性向上については，従来は長大橋に対する事例が多かったが，近年は，鋼アーチ

橋や鋼トラス橋をはじめとする既設橋の耐震補強への事例が増えてきている。しかし，制震デバイスの限界状態

等の性能評価やこれを用いた橋の耐震補強，耐震設計に関しては，基準等が整備されておらず，制震デバイスの

性能評価法及び制震デバイスを用いた橋の耐震設計法の整備が急務となっている。本研究は，これらの技術の確

立を目的としており，本年度は，制震デバイスの性能評価のために必要な実験項目に関して整理するとともに，

各種制震デバイスの地震時の動的挙動を調べるために，振動台実験を行った。 

キーワード：橋，制震デバイス，性能評価法，振動台加振実験，解析モデル化 

 

 

1．はじめに 

 制震は，構造物の減衰性能を高めて動的応答を低減す

ることにより構造物の安全性を高めるものであり，これ

まで高層建築物等を中心に適用されてきている。橋に対

しては，従来は耐震性の向上のために長大橋に適用され

た事例が多かったが，近年は，既設のけた橋や鋼製のア

ーチ橋，トラス橋等に制震デバイス等を適用し，耐震性

向上を試みる耐震補強事例1) や新設橋の耐震性向上のた

めに制震デバイスを活用する事例が増えてきている。 

 制震デバイスとしては，粘性体を用いたシリンダー系，

ゴムの減衰によるエネルギー吸収に期待するゴム系，鋼

材の降伏によるエネルギー吸収に期待する鋼材降伏系な

ど，様々な材料・構造を用いたタイプが開発されている

が，各種デバイスの限界状態等の性能評価やこれを用い

た橋の耐震補強，耐震設計に関しては，基準等が整備さ

れておらず，個々の橋梁に応じて個別に検討，適用され

ている。また，制震デバイスの個々の減衰特性や速度，

温度等に関する依存性については，一般には製品の開発

者が制震デバイス単体あるいはその素材に対する強制変

位による正負交番載荷実験等により検討し，これにより

設計モデルが構築されている。このため，限界状態の設

定の考え方や設計における安全余裕度に関する考え方が

統一されていない。こうした背景から，制震デバイスの

性能評価法や制震デバイス本体や取り付け部材の設計法

も含めた制震デバイスを用いた橋の耐震設計法の整備が

急務となっている。 

 本研究は，制震デバイスの性能評価法及び制震デバイ

スを用いた橋の耐震設計法の確立を目的とすることとし

た。今年度は，制震デバイスの限界状態や減衰特性を評

価するために必要な実験に関して整理を行うとともに，

こうした実験のうち，これまであまり実施されていない

地震時の動的挙動に関する実験として，各種制震デバイ

スに対して，振動台加振実験を行った。 

 

2．制震デバイスの性能評価に関する実験 

 ここでは，図-1に示すフローのように制震デバイスの

性能を適切に評価し，これをもとに設計上の安全余裕を

考慮して，設計限界状態や設計モデル等を設定すること

を想定し，この性能評価に必要な実験を定めることとし

た。 

 上記の観点から考えると，実験は以下の２つに分類さ

れる。 

１）デバイスの終局限界状態を評価するための実験 

２）デバイスの各種依存性を評価するための実験 

 ここで，デバイスの終局限界状態を評価するための実

験は，設計限界状態を適切に設定するために必要な実験

である。これには，図-2に示す一方向単調載荷（プッシ

ュオーバー）実験，変位振幅漸増繰り返し載荷実験，大

変位の一定振幅繰り返し載荷実験等が考えられ，これに

より，デバイスの終局限界変位を設定する。また，鋼材

の履歴吸収エネルギーに期待するデバイスのように，降

伏を超えるひずみを繰り返し受けることにより強度が低
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下するタイプのデバイスに対しては，様々なひずみレベ

ルに対する一定振幅繰り返し載荷実験により，図-3に示

すような載荷繰り返しに対する限界特性に基づく設計限

界値を設定することも必要である。 

 こうした実験による結果に基づき，終局限界状態だけ

でなく，デバイスの基本的な履歴特性，減衰特性等の力

学的特性も得られるため，これにより基本設計モデルを

構築する。 

 一方，デバイスのタイプやその素材の材質にもよるが，

力学的特性が速度，温度，経験ひずみ，形状等に対する

依存性を有する場合がある。これを設計に適切に取り込

むために，別途これらに対する依存性評価実験が必要で

ある。依存性評価実験では，設計において想定する範囲

内で対象とする物理量を変化させた複数の実験から評価

式等を求める。たとえば，速度依存性に関しては温度変

化等による応答を想定する静的な実験から，地震によっ

て生じる速度レベルにおける動的実験までを範囲とする

ことが考えられる。 

 以上の終局限界状態を評価するための実験，各種依存

性を評価するための実験により，設計限界値と解析モデ

ルが構築されるが，地震時の動的挙動の特性の把握及び

この解析モデルによって制震デバイスを適用した橋の地

震応答が所定の精度で予測できるかを検証するために，

振動台加振実験等を実施することが望ましい。 

 

3．振動台加振実験概要 

3.1 はじめに 

 上述のように，制震デバイスの性能評価のためには，

地震によって生じる速度レベルにおける繰り返し載荷実

験が必要と考えられるが，実際には実験施設の制約等に

よりこれまであまり実施されていない。また，地震時の

動的挙動を調べるための振動台加振実験もあまり実施さ

れてない。 

 そこで，ここでは，これまでの静的や準動的載荷実験

による結果との比較による速度依存性の評価及びこうし

た実験に基づき設定されている解析モデルの妥当性の評

価，さらに，デバイスの動的挙動，減衰特性の評価のた

めに，各種制震デバイスに対して振動台加振実験を行う

こととした。 

3.2 実験供試体 

 実験模型を図-4に，セットアップ状況を図-5に示す。

本実験では，橋としての地震応答ではなく，デバイスの

動的挙動に着目することとしたため，慣性質量を弾性支

持するという１自由度系に近似可能なシンプルな構造系

に制震デバイスを設置することとした。慣性質量として

は，H鋼を組み合わせた桁模型にカウンタウェイトを設

置し，これを4隅に配置されたゴム支承により支持する

構造とした。慣性質量の全長は6110 mm，幅は1830 mm

で，全重量は443 kN である。加振によりデバイスに入

力される慣性力を出来る限り大きくするために，ゴム支

承の水平剛性については実験に支障のない範囲で軟らか

くし，ゴム支承による水平荷重の分担を小さくした。使

用したゴム支承を図-6に，その諸元を表-1に示す。また，

図-7に 175%ひずみ相当の変位におけるゴム支承１基あ

たりの履歴を示す。弾性支承として設計，製作したが，

実際には履歴ループを描いており，非線形挙動する特性

があることが分かる。 

制震デバイスは，デバイスのせん断方向の変形により

機能を発揮するタイプについては，図-8(a)のように模型

の中央位置に設置し，デバイスの軸方向の変形により機

能を発揮するタイプについては，図-8(b)のようにブラケ

ットを介して設置した。ブラケットを用いるタイプにつ

いては加振軸方向である模型の長手方向と平行に設置し

た。 

3.3 制震デバイスの力学的特性 

 解析モデルの設定については，現状では統一的な手法

がないところであるが，本実験で対象とした制震デバイ

スについては，開発者が独自に実施した実験等に基づき，

設計用の解析モデルが提案されている。本実験に用いた

制震デバイスの解析モデルの諸元を表-2に，またその荷

重－変位関係とダンパーの設置状況を図-9に示す。デバ

イスA，B はゴム系，デバイスC，D は鋼材のせん断降

伏系，デバイスE，F はシリンダー系，デバイスG，H，

I は鋼材の軸降伏系のデバイスである。なおデバイスに

よっては，速度依存性を考慮してモデル化されるものや

骨格曲線に２点の剛性変化点を有するトリリニアタイプ

によりモデル化されているものもあるが，図-9には簡単

のため，バイリニアでモデル化した骨格曲線を示してい

る。 

 ゴム系デバイスは，互いに類似した特性を有しており，

初期剛性が 15 N/mm 程度で 2 次剛性は 1 次剛性の 10%

となっている。これらの限界変位についてはデバイスA，

B に対してそれぞれせん断ひずみが 250%相当，200%相

当として設定されている。なお，ゴム系デバイスは，ひ

ずみレベルに対する依存性があるため，応答ひずみのレ

ベルにより水平耐力や剛性が変化するが，ここでは，限

界変位相当の変位レベルに対する履歴形状を示している。 

 鋼材のせん断降伏系のデバイスは，２次剛性があるタ
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イプ（デバイス C）と，降伏後は荷重が一定となるタイ

プ（デバイスD）の２種類である。デバイスCは等方硬

化タイプの特性を有しており，解析モデルは変位振幅漸

増実験における各変位振幅における最大点を結んだ線と

して与えられている。限界変位は，せん断ひずみが12%

に相当する変位として与えられている。デバイス D は，

降伏後の剛性はゼロとしてモデル化される。限界変位は

設定されていないが，例えばせん断ひずみが10%とする

と15 mm程度，20%とすると30 mm程度となる。 

 シリンダー系デバイスは，降伏後は荷重が一定となる

ようにモデル化されている。なお，シリンダー系デバイ

スは実際には速度依存性があり，速度が大きくなると減

衰力も大きくなるが，ここでは一般に定格減衰力として

設定される，速度が0.5 m/secにおける減衰力を示してい

る。また，シリンダー系は一般には繰り返し載荷による

能力の低下はなく，終局変位は定義されないため，ここ

では設計移動可能量を限界変位として示している。 

 鋼材の軸降伏系のデバイスG，H，Iについては，鋼材

せん断降伏系のデバイスCと同様に，等方硬化タイプの

特性があり，解析モデルは変位振幅漸増実験における各

変位振幅での最大点を結んだ線として与えられているた

め，１次剛性の 1.5～3%の剛性が２次剛性として考慮さ

れている。限界変位は，デバイスG，H，Iに対して，軸

ひずみがそれぞれ3%，3.5%，5%に相当する変位として

与えられている。 

3.4 計測項目と入力波 

 加振実験では，制震デバイスの地震時挙動を把握する

ために，慣性質量および振動台の加速度とともに，慣性

質量および各デバイスの変位をレーザー変位計により計

測し，各デバイス及びゴム支承への作用力をロードセル

あるいは三分力計により計測した。 

 加振方向については，デバイス本体の動的特性の把握

を目的としていることから，桁模型の長手方向のみとし，

鉛直方向および直角方向については入力しないこととし

た。 

 入力波としては，静的載荷試験より得られた特性と地

震時に想定される速度レベルでの特性を比較するための

実験においては正弦波を，地震のようなランダム波に対

する挙動の評価のための実験では地震波を用いた。 

 地震波については，文献2)に示されるレベル2地震動

タイプ Iおよびタイプ II地震動の II種地盤における設計

加速度応答スペクトルに適合するように調整された地震

波（標準波）を用いることとし，振幅については徐々に

増加させていくこととした。ただし，タイプ I 地震動に

ついては振動台の能力的な制約のため，最後の10秒～5

秒についてテーパーをかけてゼロとなるように振幅を調

整し，残り 5 秒についてはゼロとしている。図-10に振

幅 100%の波形を示す。なお，振動台の能力的な制約か

らタイプ I 地震動については振幅 160%，タイプ II 地震

動については120%の入力を最大値とした。 

以上を踏まえて設定したデバイスごとの加振ケースの

一覧を表-3に示す。 

 

４．実験結果 

 表-3に示したように，正弦波加振，地震動入力加震に

対して，各デバイスごとに複数回の実験ケースを設定し

たが，ここでは，振動数1 Hzと2 Hzの正弦波加振，地

震波タイプ I，タイプ IIを入力した加震に対して，各１

ケースの結果を例として表-4，図-11に示す。図-11中の

点線は，図-9に示した解析モデルを表している。ここで，

振動数1 Hzと2 Hzの正弦波加振に対しては，これらの

結果を比較して速度依存性の評価ができるように，これ

らの応答振幅が同程度となったケースの結果を，地震波

タイプ I，タイプ IIを入力した加震に対しては，それぞ

れの最大振幅の加振ケースの結果を示している。 

 なお，速度は応答変位の時刻歴の差分から算出してい

る。これより，デバイスに生じている最大速度について

は，ゴム系デバイスおよびシリンダー系デバイスで0.5

～2m/sec程度，鋼材のせん断降伏系および軸降伏系のデ

バイスで0.3～0.6 m/sec程度の速度が生じており，速度依

存性を検証するための十分なデータが得られたことが確

認できる。 

 ゴム系のデバイスAは，変位の小さいタイプ I地震動

による加震では解析モデルと差異が生じたが，これは，

前述したようにせん断ひずみが250%（変位150 mm）相

当における解析モデルを示しているためであり，実験に

よる変位が150 mmに近い正弦波による加振では，解析

モデルと実験結果はおおむね一致した。同じゴム系のデ

バイスBでは，全体として解析モデルよりも大きめの荷

重が生じたことが分かる。 

 鋼材せん断降伏系のデバイスCは，等方硬化型の履歴

を示しており，解析モデルは変位振幅の経験最大点を結

んだ線におおむね相当している。同じ鋼材せん断降伏系

のデバイスDは，１次剛性の値および降伏後の荷重が一

定となる点など，実験結果と解析モデルは概ね一致して

いる。 

 シリンダー系のデバイスE，Fは，速度依存性がある

デバイスであり，解析モデルは速度が0.5 m/secに対して
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減衰力が設定されているため，これより速度が大きい場

合には実験の方が大きな荷重が生じた。 

 鋼材軸降伏系のデバイスG，H，Iについては，いずれ

のデバイスも解析モデルに比べ荷重が大きくなる傾向が

みられ，特にデバイスの圧縮方向となる正の領域の荷重

が大きい結果となった。 

 

5．まとめと今後の課題 

 制震デバイスの性能評価のために必要な実験項目に関

して整理するとともに，制震デバイスを用いた橋梁の地

震時挙動について検討するため，ゴム系，鋼材のせん断

降伏系・軸降伏系，粘性体等が充填されたシリンダー系

のデバイスを用いた振動台実験を実施し，動的挙動にお

ける減衰特性を把握した。 

 今後は，得られた実験結果の分析により，動的な実験

結果と静的な実験結果の違いから速度依存性の評価をす

るとともに，静的載荷試験に基づき設定された解析モデ

ルを用いた地震応答のシミュレーション解析を行い，応

答の予測精度及びモデル化の妥当性の検証を行う。 

また，デバイスに求められる要求性能およびその性能

検証方法について具体化する予定である。 
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図-1 性能評価検証実験フロー 
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・ 繰返し回数 

設計モデルの検証実験 

基本特性確認実験 

各種依存性評価実験 

デバイスの破壊 

繰返し回数限界特性確認実験 

終局限界状態評価実験 
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No 
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図-4 実験模型図 

図-5 実験模型の設置状況 

加振方向 

重量443kN

図-7 ゴム支承の特性試験結果 

表-1 ゴム支承諸元 

図-6 ゴム支承 
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Ge N/mm
2 1.0

a mm 300
b mm 300
te mm 12
nR － 10

Σte mm 120
tsu mm 32
ts mm 4.5
T mm 225
S1 － 6.3
S2 － 2.5
Ks kN/m 750

項　　目

せん断弾性係数

ゴム設計寸法　

ゴム厚
ゴム層数　
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内部補強鋼板
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(b) デバイスの軸方向の変形により機能を発揮するタイプの場合 

(a) デバイスのせん断方向の変形により機能を発揮するタイプの場合 

表-2 デバイスの解析モデル諸元 

a) デバイスA b) デバイスB c) デバイスC 

図-9 (1) デバイス設置状況と解析モデル 
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図-8 デバイスの設置方法 
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k 1 k 2 k 2/k 1 F y d y
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Ａ ゴム系 14.66 1.08 0.074 68 4.64 150 （250％ひずみ相当）

Ｂ ゴム系 17.33 1.73 0.100 84 4.85 120 （200％ひずみ相当）

Ｃ 鋼材せん断降伏系 226.00 7.64 0.034 226 1.00 19 （12％ひずみ相当）

Ｄ 鋼材せん断降伏系 133.90 0.00 ― 225 1.68 （30） （20％ひずみ相当）

Ｅ シリンダー系 90.00 0.00 ― 100 1.11 150 （設計移動可能量）

Ｆ シリンダー系 40.00 0.00 ― 100 2.50 150 （設計移動可能量）
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Ｈ 鋼材軸降伏系 151.00 2.27 0.015 200 1.32 24 （3.5％ひずみ相当）
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図-9 (2) デバイス設置状況と解析モデル 
g) デバイスG i) デバイスI h) デバイスH 
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b) タイプII地震動 

図-10 入力地震動（振幅100%） 

d) デバイスD e) デバイスE f) デバイスF 
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表-3 (4) デバイスCの加振ケース 

表-3 (1) ゴム支承のみの加振ケース 表-3 (3) デバイスBの加振ケース表-3 (2) デバイスAの加振ケース

表-3 (5) デバイスDの加振ケース 表-3 (6) デバイスEの加振ケース

供試体 ケースNo． 入力波 振動数 振幅

RB-1-1 ﾎﾜｲﾄﾉｲｽﾞ ― ―

RB-1-2 タイプⅠ ― 10%

RB-1-3 タイプⅠ ― 30%

RB-1-4 タイプⅠ ― 50%

RB-1-5 タイプⅠ ― 70%

RB-1-6 タイプⅠ ― 90%

RB-1-7 タイプⅡ ― 10%

RB-1-8 タイプⅡ ― 20%

RB-1-9 タイプⅡ ― 30%

RB-1-10 タイプⅡ ― 40%

RB-1-11 タイプⅡ ― 50%

RB-1-12 タイプⅡ ― 55%

RB-1-13 タイプⅡ ― 60%

RB-1-14 正弦波 1Hz 50gal

RB-1-15 正弦波 1Hz 100gal

RB-1-16 正弦波 1Hz 200gal

RB-1-17 正弦波 1Hz 250gal

RB-1-18 正弦波 1Hz 300gal

RB-1-19 正弦波 0.5Hz 100gal

RB-1-20 正弦波 0.5Hz 200gal

RB-1-21 正弦波 0.5Hz 250gal

RB-1-22 正弦波 0.5Hz 300gal

RB-1-23 正弦波 0.5Hz 350gal

RB-1-24 ﾎﾜｲﾄﾉｲｽﾞ ― ―

―

デバイス無し（ゴム支承のみ）

供試体 ケースNo． 入力波 振動数 振幅
A-1-1 ﾎﾜｲﾄﾉｲｽﾞ ― ―

A-1-2 タイプⅡ ― 50%

A-1-3 タイプⅡ ― 100%

A-1-4 タイプⅡ ― 105%

A-1-5 タイプⅡ ― 110%

A-1-6 タイプⅡ ― 115%

A-2-1 ﾎﾜｲﾄﾉｲｽﾞ ― ―

A-2-2 タイプⅠ ― 50%

A-2-3 タイプⅠ ― 100%

A-2-4 タイプⅠ ― 110%

A-2-5 タイプⅠ ― 120%

A-2-6 タイプⅠ ― 130%

A-2-7 タイプⅠ ― 150%

A-2-8 タイプⅠ ― 160%

A-2-9 ﾎﾜｲﾄﾉｲｽﾞ ― ―

A-3-1 ﾎﾜｲﾄﾉｲｽﾞ ― ―

A-3-2 正弦波 1Hz 300gal

A-3-3 正弦波 1Hz 500gal

A-3-4 正弦波 1Hz 500gal

A-3-5 正弦波 1Hz 550gal

A-3-6 正弦波 1Hz 600gal

A-3-7 正弦波 1Hz 620gal

A-3-8 ﾎﾜｲﾄﾉｲｽﾞ ― ―

A-4-1 ﾎﾜｲﾄﾉｲｽﾞ ― ―

A-4-2 正弦波 2Hz 300gal

A-4-3 正弦波 1Hz 400gal

A-4-4 正弦波 2Hz 350gal

A-4-5 正弦波 2Hz 400gal

A-4-6 正弦波 2Hz 450gal

A-4-7 正弦波 2Hz 500gal

A-4-8 正弦波 2Hz 600gal

A-4-9 正弦波 2Hz 800gal

A-4-10 正弦波 2Hz 900gal

A-4-11 ﾎﾜｲﾄﾉｲｽﾞ ― ―

No.4

No.1

No.2

No.3

デバイスA

供試体 ケースNo． 入力波 振動数 振幅
B-1-1 ﾎﾜｲﾄﾉｲｽﾞ ― ―

B-1-2 正弦波 0.5Hz 200gal

B-1-3 正弦波 0.5Hz 250gal

B-1-4 正弦波 0.5Hz 300gal

B-1-5 正弦波 0.5Hz 350gal

B-1-6 正弦波 0.5Hz 400gal

B-1-7 正弦波 1Hz 400gal

B-1-8 正弦波 1Hz 450gal

B-1-9 正弦波 1Hz 500gal

B-1-10 正弦波 1Hz 500gal

B-1-11 正弦波 2Hz 400gal

B-1-12 タイプⅠ ― 100%

B-1-13 タイプⅠ ― 130%

B-1-14 タイプⅠ ― 150%

B-1-15 タイプⅡ ― 70%

B-1-16 タイプⅡ ― 80%

B-1-17 タイプⅠ ― 160%

B-1-18 タイプⅡ ― 100%

B-1-19 正弦波 1Hz 600gal

B-1-20 正弦波 1Hz 650gal

B-1-21 タイプⅡ ― 120%

B-1-22 正弦波 2Hz 450gal

B-1-23 正弦波 1.5Hz 400gal

B-1-24 正弦波 1Hz 750gal

B-1-25 正弦波 2Hz 500gal

B-1-26 正弦波 2Hz 550gal

B-1-27 ﾎﾜｲﾄﾉｲｽﾞ ― ―

No.1

デバイスB

供試体 ケースNo． 入力波 振動数 振幅
C-1-1 ﾎﾜｲﾄﾉｲｽﾞ ― ―

C-1-2 タイプⅠ ― 100%

C-1-3 ﾎﾜｲﾄﾉｲｽﾞ ― ―

C-1-4 タイプⅠ ― 100%

C-1-5 タイプⅠ ― 130%

C-1-6 タイプⅠ ― 160%

C-1-7 正弦波 1Hz 500gal

C-1-8 正弦波 1Hz 600gal

C-1-9 正弦波 1Hz 700gal

C-1-10 正弦波 1Hz 800gal

C-1-11 正弦波 1Hz 840gal

C-1-12 タイプⅡ ― 100%

C-1-13 タイプⅡ ― 120%

C-1-14 ﾎﾜｲﾄﾉｲｽﾞ ― ―

C-2-1 ﾎﾜｲﾄﾉｲｽﾞ ― ―

C-2-2 タイプⅠ ― 160%

C-2-3 タイプⅠ ― 160%

C-2-4 タイプⅠ ― 160%

C-2-5 タイプⅠ ― 160%

C-2-6 タイプⅠ ― 160%

C-2-7 ﾎﾜｲﾄﾉｲｽﾞ ― ―

C-3-1 ﾎﾜｲﾄﾉｲｽﾞ ― ―

C-3-2 正弦波 1Hz 840gal

C-3-3 正弦波 1Hz 840gal

C-3-4 正弦波 1Hz 840gal

C-3-5 ﾎﾜｲﾄﾉｲｽﾞ ― ―

C-4-1 ﾎﾜｲﾄﾉｲｽﾞ ― ―

C-4-2 タイプⅡ ― 120%

C-4-3 タイプⅡ ― 120%

C-4-4 タイプⅡ ― 120%

C-4-5 タイプⅡ ― -120%

C-4-6 タイプⅡ ― -120%

C-4-7 ﾎﾜｲﾄﾉｲｽﾞ ― ―

C-5-1 ﾎﾜｲﾄﾉｲｽﾞ ― ―

C-5-2 正弦波 1Hz 800gal

C-5-3 正弦波 1.5Hz 800gal

C-5-4 正弦波 2Hz 800gal

C-5-5 正弦波 1Hz 800gal

C-5-6 正弦波 1Hz 800gal

C-5-7 正弦波 1Hz 800gal

C-5-8 正弦波 1Hz 800gal

C-5-9 ﾎﾜｲﾄﾉｲｽﾞ ― ―

No.5

No.1

No.4

No.2

No.3

デバイスC

供試体 ケースNo． 入力波 振動数 振幅
D-1-1 ﾎﾜｲﾄﾉｲｽﾞ ― ―

D-1-2 タイプⅠ ― 100%

D-1-3 タイプⅠ ― 130%

D-1-4 タイプⅠ ― 160%

D-1-5 タイプⅠ ― 160%

D-1-6 タイプⅠ ― 160%

D-1-7 タイプⅠ ― -160%

D-1-8 正弦波 1Hz 250gal

D-1-9 正弦波 1Hz 500gal

D-1-10 正弦波 1Hz 600gal

D-1-11 正弦波 1Hz 650gal

D-1-12 ﾎﾜｲﾄﾉｲｽﾞ ― ―

D-2-1 ﾎﾜｲﾄﾉｲｽﾞ ― ―

D-2-2 正弦波 1Hz 620gal

D-2-3 正弦波 1Hz 620gal

D-2-4 正弦波 1Hz 620gal

D-2-5 正弦波 1Hz 500gal

D-2-6 ﾎﾜｲﾄﾉｲｽﾞ ― ―

D-3-1 ﾎﾜｲﾄﾉｲｽﾞ ― ―

D-3-2 タイプⅡ ― 100%

D-3-3 タイプⅡ ― 100%

D-3-4 タイプⅡ ― 100%

D-3-5 タイプⅡ ― -110%

D-3-6 タイプⅡ ― -110%

D-3-7 タイプⅡ ― -110%

D-3-8 タイプⅡ ― 120%

D-3-9 タイプⅡ ― 120%

D-3-10 ﾎﾜｲﾄﾉｲｽﾞ ― ―

D-4-1 ﾎﾜｲﾄﾉｲｽﾞ ― ―

D-4-2 正弦波 2Hz 500gal

D-4-3 正弦波 2Hz 620gal

D-4-4 正弦波 2Hz 620gal

D-4-5 正弦波 2Hz 620gal

D-4-6 正弦波 2Hz 620gal

D-4-7 ﾎﾜｲﾄﾉｲｽﾞ ― ―

No.4

No.1

No.2

No.3

デバイスD

供試体 ケースNo． 入力波 振動数 振幅
E-1-1 ﾎﾜｲﾄﾉｲｽﾞ ― ―

E-1-2 タイプⅠ ― 100%

E-1-3 タイプⅠ ― 130%

E-1-4 タイプⅠ ― 160%

E-1-5 タイプⅡ ― 80%

E-1-6 タイプⅡ ― 100%

E-1-7 タイプⅡ ― 110%

E-1-8 タイプⅡ ― 120%

E-1-9 タイプⅡ ― 120%

E-1-10 正弦波 1Hz 400gal

E-1-11 正弦波 1Hz 450gal

E-1-12 正弦波 1Hz 500gal

E-1-13 正弦波 2Hz 400gal

E-1-14 正弦波 2Hz 450gal

E-1-15 正弦波 2Hz 500gal

E-1-16 正弦波 2Hz 600gal

E-1-17 正弦波 2Hz 700gal

E-1-18 正弦波 2Hz 800gal

E-1-19 正弦波 1.5Hz 400gal

E-1-20 正弦波 1.5Hz 420gal

E-1-21 正弦波 1.5Hz 430gal

E-1-22 正弦波 1Hz 450gal

E-1-23 ﾎﾜｲﾄﾉｲｽﾞ ― ―

No.1

デバイスE
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表-3 (9) デバイスHの加振ケース

表-3 (10) デバイスIの加振ケース 

表-3 (7) デバイスFの加振ケース 表-3 (8) デバイスGの加振ケース

表-4 実験結果 

＋側 －側 ＋側 －側

― （Hz） （gal） （％） （mm） （mm） （kN） （kN） （m/sec） ―

正弦波 1 620 ― 144.3 145.0 184.8 188.2 1.14 A-3-7

正弦波 2 900 ― 144.8 149.2 217.3 220.1 2.30 A-4-10

タイプⅠ ― ― 160 30.8 52.2 132.0 160.5 0.74 A-2-8

タイプⅡ ― ― 110 89.4 98.8 196.8 204.6 1.22 A-1-5

正弦波 1 650 ― 58.7 58.4 301.1 304.0 0.64 B-1-20

正弦波 2 450 ― 70.2 67.1 311.4 300.9 0.99 B-1-22

タイプⅠ ― ― 160 23.7 30.7 192.1 229.5 0.47 B-1-17

タイプⅡ ― ― 120 58.2 59.7 310.3 336.3 0.94 B-1-21

正弦波 1 800 ― 16.0 13.4 345.8 342.9 0.31 C-5-2

正弦波 2 800 ― 12.8 12.9 349.6 352.4 0.38 C-5-4

タイプⅠ ― ― 160 4.0 4.0 262.1 268.6 0.33 C-2-3

タイプⅡ ― ― 120 6.0 8.5 308.3 305.6 0.31 C-4-2

正弦波 1 620 ― 26.3 28.5 248.4 236.2 0.36 D-2-4

正弦波 2 620 ― 30.4 27.9 237.1 231.2 0.49 D-4-3

タイプⅠ ― ― 160 7.9 17.1 229.8 208.8 0.29 D-1-5

タイプⅡ ― ― 120 24.7 28.3 239.4 233.6 0.38 D-3-8

正弦波 1 450 ― 98.2 98.0 102.3 106.8 0.86 E-1-22

正弦波 2 800 ― 88.7 95.5 119.5 124.7 1.21 E-1-18

タイプⅠ ― ― 160 32.5 58.6 102.1 104.0 0.54 E-1-4

タイプⅡ ― ― 120 85.7 103.8 115.7 122.6 0.96 E-1-8

正弦波 1 525 ― 112.8 112.0 122.6 116.4 0.99 F-1-5

正弦波 2 900 ― 107.9 108.3 129.7 124.4 1.43 F-1-18

タイプⅠ ― ― 160 30.0 62.3 104.9 102.0 0.54 F-1-14

タイプⅡ ― ― 120 86.0 107.2 119.0 112.7 0.89 F-1-17

正弦波 1 900 ― 16.9 26.4 418.3 353.1 0.47 G-3-3

正弦波 2 900 ― 19.6 28.8 430.8 355.3 0.58 G-3-4

タイプⅠ ― ― 160 4.2 6.4 306.3 277.6 0.46 G-1-6

タイプⅡ ― ― 120 8.4 10.4 353.5 318.0 0.42 G-1-4

正弦波 1 900 ― 17.6 22.5 484.0 447.3 0.45 H-2-2

正弦波 2 800 ― 20.0 20.8 408.5 393.1 0.46 H-3-6

タイプⅠ ― ― 160 4.2 4.1 315.5 294.2 0.29 H-1-6

タイプⅡ ― ― 120 5.0 6.4 410.6 373.4 0.29 H-1-4

正弦波 1 900 ― 18.4 28.6 456.8 359.0 0.44 I-3-6

正弦波 2 900 ― 22.5 27.1 415.1 356.3 0.55 I-3-4

タイプⅠ ― ― 160 1.1 7.1 318.4 278.3 0.32 I-3-3

タイプⅡ ― ― 120 9.4 13.0 342.8 309.6 0.46 I-1-3

Ａ

Ｂ

入力振幅 最大速度
デバイス

最大変位
振動数 入力加速度

Ｇ

Ｈ

Ｉ

加振ケース

Ｃ

Ｄ

Ｅ

Ｆ

最大荷重
入力波

供試体 ケースNo． 入力波 振動数 振幅
F-1-1 ﾎﾜｲﾄﾉｲｽﾞ ― ―

F-1-2 正弦波 1Hz 400gal

F-1-3 正弦波 1Hz 450gal

F-1-4 正弦波 1Hz 500gal

F-1-5 正弦波 1Hz 525gal

F-1-6 正弦波 1.5Hz 400gal

F-1-7 正弦波 1.5Hz 430gal

F-1-8 正弦波 1.5Hz 450gal

F-1-9 正弦波 2Hz 600gal

F-1-10 正弦波 2Hz 700gal

F-1-11 正弦波 2Hz 800gal

F-1-12 タイプⅠ ― 100%

F-1-13 タイプⅠ ― 130%

F-1-14 タイプⅠ ― 160%

F-1-15 タイプⅡ ― 80%

F-1-16 タイプⅡ ― 100%

F-1-17 タイプⅡ ― 120%

F-1-18 正弦波 2Hz 900gal

F-1-19 正弦波 1.5Hz 500gal

F-1-20 正弦波 1Hz 400gal

F-1-21 正弦波 1.5Hz 400gal

F-1-22 正弦波 2Hz 600gal

F-1-23 タイプⅠ ― 100%

F-1-24 タイプⅡ ― 80%

F-1-25 ﾎﾜｲﾄﾉｲｽﾞ ― ―

No.1

デバイスF

供試体 ケースNo． 入力波 振動数 振幅
G-1-1 ﾎﾜｲﾄﾉｲｽﾞ ― ―

G-1-2 タイプⅡ ― 120%

G-1-3 タイプⅡ ― -120%

G-1-4 タイプⅡ ― 120%

G-1-5 タイプⅠ ― 160%

G-1-6 タイプⅠ ― 160%

G-1-7 タイプⅠ ― 160%

G-1-8 正弦波 1Hz 750gal

G-1-9 正弦波 1Hz 780gal

G-1-10 正弦波 1Hz 800gal

G-1-11 ﾎﾜｲﾄﾉｲｽﾞ ― ―

G-2-1 ﾎﾜｲﾄﾉｲｽﾞ ― ―

G-2-2 タイプⅠ ― 160%

G-2-3 正弦波 1Hz 800gal

G-2-4 正弦波 1.5Hz 800gal

G-2-5 正弦波 2Hz 800gal

G-2-6 正弦波 1Hz 600gal

G-2-7 タイプⅠ ― 160%

G-2-8 タイプⅡ ― -120%

G-2-9 ﾎﾜｲﾄﾉｲｽﾞ ― ―

G-3-1 ﾎﾜｲﾄﾉｲｽﾞ ― ―

G-3-2 正弦波 1Hz 800gal

G-3-3 正弦波 1Hz 900gal

G-3-4 正弦波 2Hz 900gal

G-3-5 正弦波 1Hz 800gal

G-3-6 正弦波 1Hz 600gal

G-3-7 正弦波 1Hz 500gal

G-3-8 ﾎﾜｲﾄﾉｲｽﾞ ― ―

No.1

No.2

No.3

デバイスG

供試体 ケースNo． 入力波 振動数 振幅
H-1-1 ﾎﾜｲﾄﾉｲｽﾞ ― ―

H-1-2 タイプⅡ ― 100%

H-1-3 タイプⅡ ― 120%

H-1-4 タイプⅡ ― 120%

H-1-5 タイプⅡ ― -120%

H-1-6 タイプⅠ ― 160%

H-1-7 正弦波 1Hz 800gal

H-1-8 正弦波 1Hz 900gal

H-1-9 正弦波 2Hz 800gal

H-1-10 正弦波 2Hz 900gal

H-1-11 ﾎﾜｲﾄﾉｲｽﾞ ― ―

H-2-1 ﾎﾜｲﾄﾉｲｽﾞ ― ―

H-2-2 正弦波 1Hz 900gal

H-2-3 正弦波 1Hz 900gal

H-2-4 正弦波 2Hz 900gal

H-3-1 ﾎﾜｲﾄﾉｲｽﾞ ― ―

H-3-2 正弦波 1Hz 800gal

H-3-3 正弦波 1Hz 800gal

H-3-4 正弦波 1.5Hz 800gal

H-3-5 正弦波 1.5Hz 800gal

H-3-6 正弦波 2Hz 800gal

H-3-7 正弦波 2Hz 800gal

H-3-8 正弦波 1Hz 800gal

H-3-9 正弦波 1Hz 600gal

H-3-10 正弦波 1Hz 700gal

H-3-11 ﾎﾜｲﾄﾉｲｽﾞ ― ―

No.3

No.1

No.2

デバイスH

供試体 ケースNo． 入力波 振動数 振幅
I-1-1 ﾎﾜｲﾄﾉｲｽﾞ ― ―

I-1-2 タイプⅡ ― 120%

I-1-3 タイプⅡ ― 120%

I-1-4 タイプⅡ ― 120%

I-1-5 タイプⅡ ― 120%

I-1-6 タイプⅡ ― 120%

I-1-7 タイプⅡ ― 120%

I-1-8 タイプⅠ ― 140%

I-1-9 正弦波 1Hz 800gal

I-1-10 正弦波 1Hz 850gal

I-1-11 ﾎﾜｲﾄﾉｲｽﾞ ― ―

I-2-1 ﾎﾜｲﾄﾉｲｽﾞ ― ―

I-2-2 正弦波 1Hz 900gal

I-2-3 正弦波 1Hz 900gal

I-2-4 正弦波 1Hz 900gal

I-2-5 正弦波 1Hz 900gal

I-2-6 正弦波 1Hz 700gal

I-2-7 ﾎﾜｲﾄﾉｲｽﾞ ― ―

I-3-1 ﾎﾜｲﾄﾉｲｽﾞ ― ―

I-3-2 タイプⅡ ― 120%

I-3-3 タイプⅠ ― 160%

I-3-4 正弦波 2Hz 900gal

I-3-5 正弦波 1.5Hz 900gal

I-3-6 正弦波 1Hz 900gal

I-3-7 正弦波 1Hz 900gal

I-3-8 ﾎﾜｲﾄﾉｲｽﾞ ― ―

No.1

No.2

No.3

デバイスI
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図-11 (1) デバイスの応答履歴曲線 

a) デバイスA（ゴム系） 

b) デバイスB（ゴム系） 
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c) デバイスC（鋼材せん断降伏系） 
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e) デバイスE（シリンダー系） 

d) デバイスD（鋼材せん断降伏系） 
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図-11 (2) デバイスの応答履歴曲線 

i) デバイスI（鋼材軸降伏系） 

h) デバイスH（鋼材軸降伏系） 

f) デバイスF（シリンダー系） 
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g) デバイスG（鋼材軸降伏系） 
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Abstract ： To develop the seismic design method for bridges using structural response control devices, it is 

necessary to develop the experimental procedure to evaluate the ultimate limit state and the damping performance, 

the mathematical modeling method for nonlinear dynamic analysis, the concept of maintenance strategy and the 

design details of connecting parts. In FY 2009, a performance verification method for structural response control 

devices was studied. Among the experimental verification methods, the experiment for the dynamic performance 

properties is one of the most important. Thus, a series of shake table tests for various kinds of devices including 

rubber dampers, viscous dampers and steel dampers was conducted.  

 

Key words : bridge, structural response control device, shake table test, modeling method 

        

                                                    

 


